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市内３ヵ所で行います
萩原･木崎両議員が報告します
どなたも気軽にご参加ください

１０月２５日(日) １０時／佐倉ﾐﾚﾆｱﾑｾﾝﾀｰ3Ｆ会議室

１０月２７日(火) １０時／臼井公民館2Ｆ創作室

１０月３１日(土) １４時／志津ｺﾐｭﾆﾃｨｾﾝﾀｰ2Ｆ視聴覚室

2015年10・11月
佐佐佐佐佐佐487-5

佐倉市議会議員団

市の貯め込み金である“財政調整
基金”は、過去最高額へと積み増し
ました。要因としては、行き過ぎた
職員削減、委託や指定管理者制度へ
の移行増加などがあげられます。

市民が払った税金を貯め込んだ基
金は、市民の暮らしを守るためにこ
そ使うべきで、福祉・教育・まちづ
くりなどの施策が待たれています。

電気料金の値上げで街灯費にかかる負担が
重くなり、自治会予算の３０～４０％近くを
占める状況です。
街灯は防犯灯であり、自治会の街灯を市に

移管し、ＬＥＤ化するよう提案しました。
市の管理する街灯は
来年度までにＬＥＤ化

９月議会では、市の管理している３６００
本の街灯を２年計画でＬＥＤ化する事業が提
案されました。
初期投資は約３億円かかりますが、電気使

用量は３分の１になり、電球の交換も無くな
るなど、７年で費用を回収できると見込んで

平成26年度決算

財政調整基金 貯金は７７億７千万円に

m介護保険料の滞納を理由にした利用制限をやめ、
保険料・利用料の減免制度の実現を

m 年々申請児童が増加している就学援助制度、ク
ラブ活動費やＰＴＡ会費など支給項目の拡充を

m多子世帯への給食費減免制度を
m 自治会・町内会の負担軽減のため、街灯のＬＥ
Ｄ化と市への移管を

自治会・町会の負担を減らす方策を

います。その上、ＣＯ²も年間５４０トン削
減でき、環境政策としても評価できるもので
す。

自治会管理の街灯は約１万５６００本あり
ますから、効果も４.３倍見込めますが、初
期投資が大きくなることが問題です。

タイミングと
チャンスを逃さずに

環境省が人口２０万人以下の自治体に対し
て、リース方式でＬＥＤ化する場合に補助金
を出す方針を固めました。３年の準備期間に
自治会・町会と移管の合意と準備を急ぎ、こ
のチャンスを活かすよう提案しました。

日本共産党は暮らしを守る提案をしています
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蕨市長と小川順天堂大学理事長とのトップ
会談が７月２日に行われ、上記のような話が
されたと報告がありました。
仮にユーカリが丘駅北口以外の場所に誘致

した場合、現在進められている駅北口区画整
理事業の用途変更や地区計画は、白紙に戻す
ことになります。
大学誘致ありきの住民説明会

ところが、９月２７日の地域住民説明会で
は、土地区画整理組合準備会から「順大が来
たらこんな開発が行われる…」と、延々と説
明があるばかりで、参加者からは「この説明
会が住民合意の場なのか｣、｢これまでの住民
の意見がまるで反映されていない」との声が

出ていました。
トップ会談での確認や説明会の状況から、

順天堂大学誘致問題は不透明さが増してお
り、今後も注意深く見ていく必要があります。
ユーカリイオンタウンでも説明会

西ユーカリにオープンを予定している大規
模商業施設「仮称イオンタウンユーカリが丘」
の住民説明会も９月１２・１３日に行われま
した。

これも、建設者であるイオンタウン(株)か
らの説明を聞くだけで、住民の意見を反映で
きる場ではありませんでした。

市の役割として、住民と事業者が話し合え
る環境づくりこそ進めるべきです。

「順天堂大学誘致に関して
佐倉市内全域を対象に検討することが確認された」

印旛沼周辺地域活性化プロジェクト

予算は農業支援に使って

農水省から農村地域活性化を目的と
する補助金５億５千万円の予算を受
け、平成２６年からのプロジェクトが
始まりましたが、今年度までに実施す
るのはサンセットヒルズの階段と飯野
台市民農園の整備です。
５年間のプロジェクトで予定されて

いるのは、草ぶえの丘研修棟の耐震改
修と敷地内に整備する加工場やシェア
ハウス・直売所、サンセットヒルズ内
のウッドデッキ・シャワールームなど
農業支援とは判断しがたい事業が並び
ます。

高齢化は限界点

農家アンケート（平成２５年８月に
農政課が実施、対象は５０㌃以上の農
地所有者、回収率４２％）によると、
佐倉市の農業を支えているのは７０代
以上が４割、６０代４割、５０代２割
で、年間農業収入は１００万円未満が
６割以上となっています。
後継者がいると答えたのは約２８％

です。多くの農家が担い手の育成や農
地の有効活用の取り組みを求め、豊か
な自然を保持したいと望んでいます。
国産大豆の生産を提案

後継者が希望を持てる農業施策が必
要です。
新規就農者の有機農業や国産大豆の

生産を支援して、佐倉市の独自性ある
農業をアピールし、国産大豆の街を打
ち出すよう提案しました。

観光は大事でも、
農業予算は農家を支
える施策に使うべき
です。
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子どもの育つ環境をより良いものに

学童保育を利用する児童は増え続け、国が
６年生までの受け入れ方針を出したこともあ
って、学童保育所の定員を増やすことになり
ました。
厚生労働省は、子ども同士のまとまりや指

導員と児童が信頼関係を築く上で４０人以下
が望ましいとしています。実際、人数が少な
いほど子どもたちは落ち着くと、現場の指導
員は話します。
必要なのはゆとりある生活空間です。けが

や事故の増加が懸念される、定員６０人の学
童保育所を設置する議案に反対しました。

乳児４人以上を入所させる「家庭的保育事
業」の職員配置基準を変更し、准看護師１名
を保育士とみなすものです。

これでは、実質的に保育士の配置基準を引
き下げることになります。

～２つの条例改正案に反対しました～

学童保育所の
定員を拡大する条例

家庭的保育事業の
職員配置についての条例

保育士も看護師もそれぞれの
専門性を発揮し、互いに情報を
共有して保育の質の向上をめざ
すことが本来の姿です。

保育士の専門性を軽んじる改
正であることから、議案に反対
しました。

この議会での主な議案と

請願・会派からの意見書への賛否

日本共産党は、市民から出された請願および
国･県への意見書にすべて賛成しました。
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学童保育所の定員を拡大する条例改正 ○ ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○

家庭的保育事業の職員配置についての条例改正 ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○

｢安保関連法案」を参議院で徹底審議し廃案にすること
を求める

× × × × ○ ○ ○ ○ ×

緊急に介護報酬の再改定を求める × × × × ○ ○ ○ ○ ×

改正労働者派遣法の実施中止を求める × × × × ○ ○ ○ ○ ×

ＴＰＰ交渉撤退を求める × × × × ○ ○ ○ ○ ×

安全保障関連法に反対する × × × × ○ ○ ○ ○ ○

原子力発電所の再稼働を行わないことを求める × × × × ○ ○ ○ ○ ×

自衛隊の海外派兵を前提とした防衛予算拡大を見直す
よう求める

× × × × ○ ○ ○ ○ ×

県立中学校の｢育鵬社版」教科書採択白紙撤回･採択
手続き見直しでの裁決やり直しを求める

× × × × ○ ○ ○ ○ ×
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平和を願う心が育つ
長崎で始まった“高校生平和大使”は被爆７０周年の今年、

全国から３５０人が応募する中で、過去最多の２２人が選ば
れて８月にスイスのジュネーブへ出発しました。
国連欧州本部を訪問し、軍縮会議で平和を訴えたメンバー

の中に、かつて佐倉平和使節団に参加した生徒がいました。
中学生の時の体験が、心の中に平和を根付かせたのかも知

れません。
多感な時期に一人でも多くの中学生が参加できるよう、平

和使節団の拡充が必要です。

の問題には答えられない」と市長は答弁して
いました。

しかし、今年度は１１月に消防署で研修を
行うことが決算委員会で明らかになり、中止
要求が実りました。

職員研修にそぐわない自衛隊研修から、市
民に役立つ研修への変更を見守ります。

新入職員の自衛隊研修は平和条例を持つ佐
倉市にふさわしくないと、日本共産党は何度
も議会で中止を求めてきましたが、市は批判
を無視し、管理職にも拡大しました。
昨年、集団的自衛権の行使容認が問題にな

ったおり、「自衛隊の任務が大きく変わって
も研修を続けるのか」の問いに対し、「仮定
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MY NUMBER

自衛隊研修ついに取り止めが判明 決算委員会にて

社会保障･税番号制度は中止を
マイナンバー制度に関わる全ての予算と条例に反対しました。

● プライバシーを侵害し、情報漏えいが防げず、犯罪利用の恐れがある
● 制度について国民・市民が十分に理解しないまま、乱暴にスタートする
● 初期費用に３千億円の税金を使い、今後も毎年３００万円の経費が想定される
● 必要な人が受けられる制度から、負担に応じて受けられる制度に社会保障を変

質するもの

マイナンバーは経団連が１０年前から求め
ていた制度で、社会保障の給付を削減し、国
民のふところを管理するための制度です。
個人が納めた税金や社会保険料を把握して

徴収を強化されるのは庶民の側で、大金持ち
の不動産や莫大な海外資産は管理できないの
です。

憲法はすべての国民が安心して生きるこ
とを国の責任と定めています。

マイナンバー制度はそれを自己責任に変
えようとするもので、国の社会保障を壊し
てしまう制度です。
また、今後官民の使用を拡大する計画で、

権利侵害がさらに広がります。

トピックス


